
山口県ダム長寿命化計画

山口県土木建築部河川課

背景：黒杭川上流ダム

平成３１月３月



長寿命化計画の対象

長寿命化計画の背景・目的

現在 7ダム 15ダム20年後

長寿命化計画の対象は、山口県土木建築部が管理する22ダムの「土木構造物」「機械設備」「電気通信設備」です。

限られた財源でダムの適切な維持管理を行うために、

「事後保全型維持管理」から「予防保全型維持管理」に転換します。

●土木構造物
ダム堤体、建屋等

●機械設備
放流ゲート、放流バルブ等

●電気通信設備
ダムコン、放流警報設備等

●山口県土木建築部が管理するダムの
うち、ダム建設から50年を超過する
ダムが現在では7ダムですが、20年
後には15ダムに増加します。

●従来の維持管理では、今後、大規模
な補修が集中することになり、限ら
れた予算の中でダムを適切に維持管
理できなくなる恐れがあります。
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屋代ダム
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経過年数
1年～29年

2ダム
9％

経過年数
50年以上
15ダム
68％

経過年数
30年～49年

5ダム
23％

ダム完成からの
経過年数
（２０年後）

経過年数
1年～29年

7ダム
32％

経過年数
50年以上
7ダム
32％

経過年数
30年～49年

8ダム
36％

ダム完成からの
経過年数
（現在）



山口県ダム長寿命化計画の概要

●対象 ： 山口県土木建築部管理ダム（２２ダム）

●計画期間： 2018年（平成30年）から30年間

整備・更新の考え方は、施設に不具合が生じてから更新を行う「事後保全型維持管理」と、補修や
対策を実施し設備の延命を行う「予防保全型維持管理」の2種類があります。
「予防保全型維持管理」を行うことで施設の延命化を行うことが可能です。

・予防保全型維持管理・事後保全型維持管理

「予防保全型維持管理」を行うことにより、中長期的な維持管理及び更新にかかる費用の縮減、
平準化を図ります。

費用

年数

更新

更新

更新

整備

整備

整備

維持管理費用
の縮減が可能

年数

年数

費用のばらつきを
抑えることが可能

・費用の縮減 ・費用の平準化

費用

費用

施設の延命

更新 更新 更新

整備

整備
整備

初期初期

更新限界 更新限界

年数 年数

健全度健全度

●整備・更新の考え方

●費用の縮減・平準化
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総合判定区分

A

B1

B2

C

ダムの安全性及び機能への影響が認められ、直ちに

措置を講じる必要がある。

ダムの安全性及び機能は保持されていると判断され

るものの、速やかに措置を講じる必要がある。

ダムの安全性及び機能は保持されていると判断され

るものの、必要に応じて措置を講じる必要がある。

ダムの安全性及び機能に影響を及ぼすおそれがない

と判断され、状態監視を継続する。

状態 　　ダム数

0

0

14

8

危険度

大

小

●点検・検査の内容
ダムの点検・検査は、ダム管理者が行う「日常管理」やダム管理者が専門家の意見を聞いて行う

「総合点検」、ダム管理者以外の者（専門家等）が行う「定期検査」があります。
山口県のダムでは、約3年に1度定期検査を、約30年に1度総合点検を実施しており、ダムの健全

度評価を行っています。

点検
・
検査

定期検査日常管理総合点検

ダム管理者が行う

ダム管理者以外の者（専門家等）が行う
（約3年に1度）専門家の意見を聴いて

行う（約30年に1度）
日々行う

●優先度の設定
劣化・損傷による機能の低下によりダムの機能に与える影響度で優先度を設定します。

●ダム施設の点検・検査

●維持管理計画
上記の優先度より、今後30年間の維持管理計画を設定します。

H
（貯水機能や洪水調節機能を低下さ

せる可能性のある要素）

M
（利水機能の低下につながる要素）

L
（洪水調節等に直ちに影響を及ぼす

恐れのないもの）

a1
○機能低下により、緊急の措置が
　必要な状態

予防保全
（直ちに対策を実施）

予防保全
（直ちに対策を実施）

事後保全
（速やかに対策を実施）

a2
○劣化・損傷により機能への影響が
　認められ、何らかの措置が必要な状態

予防保全
（直ちに対策を実施）

予防保全
（速やかに対策を実施）

事後保全
（必要に応じて対策を実施）

b1
○現状では機能が維持されているが、
　劣化・損傷が認められ、近い将来、機能に
　影響を及ぼす可能性がある状態

予防保全
（速やかに対策を実施）

予防保全
（必要に応じて対策を実施）

事後保全
（保全対象に至っていない）

b2
○現状では機能が維持されているが、
　劣化・損傷が認められ、中長期的には機能に
　影響を及ぼす可能性がある状態

予防保全
（必要に応じて対策を実施）

予防保全
（状態監視）

事後保全
（保全対象に至っていない）

c

○軽微な劣化・損傷が認められるが
　機能に支障はなく、将来的にも機能に影響を
　及ぼす恐れがない状態
○劣化・損傷が認められない状態

予防保全
（状態監視）

予防保全
（状態監視）

事後保全
（保全対象に至っていない）

施設の管理レベル及び健全度
に対応する保全対策一覧表

構成要素の管理レベル

健
全
度
の
区
分

優先度
高

優先度
低

優先度
高

優先度
低

➀土木構造物

●点検・検査の結果
定期検査の結果、山口県には危険度の高いAやB1判定のダムはありませんでした。

●優先度・維持管理計画の設定

点検結果を踏まえ、「施設の重要度」や「施設の設置条件」で優先度を設定し、維持管理計画を設定します。

高

低

危険度
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出典「ダム総合点検実施要領・同解説（H25.10）」
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●優先度の設定
健全度評価を行い、機能に支障が生じている設備から優先して対策を行います。
現在機能に支障が生じていない設備については点検結果を踏まえ、「施設の重要度」や「施設の設置条件」

で優先度を設定します。

●維持管理計画
健全度の評価や優先度から総合的に判断し、今後30年間の維持管理計画を策定します。

健全度 総合評価 経過年数
余寿命

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

優先度 基準年 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032

2017 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 H43 H44

1 取水設備 選択取水設備 Ⅱ 取水管 選択取水管 1 2011 ○ 継続使用
連続サイフォン式 Ⅱ 底部取水管 1 2011 ○ 継続使用
取水管 Ⅱ スクリーン 上部スクリーン(SUS) 1 2011 ○ 継続使用 6 87

Ⅱ 取水スクリーン(SUS) 1 2011 ○ 継続使用 6 87
Ⅱ 底部スクリーン(SUS) 1 2011 ○ 継続使用 6 87
Ⅱ 空気制御装置 コンプレッサ 1 2011 ○ 継続使用 6 4 2.4 2.4
Ⅱ エアフィルタスタンド 1 2011 ○ 継続使用 6 14
Ⅱ レシーバタンク 1 2011 ○ 継続使用 6 14
Ⅱ タンク用バルブスタンド 1 2011 ○ 継続使用 6 14
Ⅱ 空圧制御ユニット 1 2011 ○ 継続使用 6 14
Ⅱ 計装器スタンド 1 2011 ○ 継続使用 6 14 26.6
Ⅱ 計装用タンク 1 2011 ○ 継続使用 6 14
Ⅱ 給排気バルブスタンド 1 2011 ○ 継続使用 6 14
Ⅱ 真空ポンプ 1 2011 ○ 継続使用 6 14
Ⅱ 真空ポンプ用バルブスタンド 1 2011 ○ 継続使用 6 14
Ⅱ 圧力センサユニット 1 2011 ○ 継続使用 6 14 26.6
Ⅱ PLC 1 2011 ○ 継続使用 6 4 1.6
Ⅱ 給排気管 室内配管類(SUS) 1 2011 ○ 継続使用 6 14 1.3
Ⅱ 主給排気管(SUS) 1 2011 ○ 継続使用 6 87
Ⅱ フレキシブルホース 1 2011 ○ 継続使用 6 14 1.0
Ⅱ 予備給排気管(SUS) 1 2011 ○ 継続使用 6 87

制御装置 Ⅱ 制御装置 機側操作盤 1 2011 ○ 継続使用 6 19

①設置年
○△×

門数No. 設備名称
設備
区分 装置 機器・部品

整備
更新

●整備・更新方法の選定
電気通信設備については、定期的な更新を前提とし、➀運用状態管理の評価値と②性能評価、③信

頼性評価、④コスト評価の評価値に重みを付し、整備・更新の方法を総合的に評価します。

【全体更新】
設備全体を一括更新

【部分更新】
設備の一部更新

【継続使用】
一部整備を行う場合がある

●維持管理計画
上記の考え方より、今後30年間の維持管理計画を設定します。

維持費 更新費 維持費 更新費 維持費 更新費 維持費 更新費 維持費 更新費 維持費 更新費 維持費 更新費 維持費 更新費 維持費 更新費 維持費 更新費 維持費 更新費 維持費 更新費 維持費 更新費

4,262,000 0 4,262,000 0 4,262,000 0 4,262,000 0 4,262,000 0 4,262,000 45,230,000 4,262,000 23,976,000 4,262,000 47,563,000 4,262,000 31,752,000 4,262,000 45,360,000 4,262,000 0 4,262,000 1,944,000 4,262,000 3,400,000

受変電設備 2040 29,419,000 5,884,000 588,000 588,000 0 588,000 0 588,000 0 588,000 0 588,000 0 588,000 0 588,000 0 588,000 0 588,000 0 588,000 0 588,000 0 588,000 0 588,000 0

無停電電源設備 2029 1,620,000 324,000 32,000 32,000 0 32,000 0 32,000 0 32,000 0 32,000 0 32,000 0 32,000 0 32,000 0 32,000 0 32,000 0 32,000 0 32,000 1,944,000 32,000 0

発動発電設備 2039 17,280,000 3,456,000 346,000 2030 3,400,000 346,000 346,000 0 346,000 0 346,000 0 346,000 0 346,000 0 346,000 0 346,000 0 346,000 0 346,000 0 346,000 0 346,000 0 346,000 0 346,000 3,400,000

多重無線通信設備 2025 8,640,000 1,728,000 173,000 173,000 0 173,000 0 173,000 0 173,000 0 173,000 0 173,000 0 173,000 0 173,000 10,368,000 173,000 0 173,000 0 173,000 0 173,000 0 173,000 0

電話交換設備 2026 3,564,000 713,000 71,000 71,000 0 71,000 0 71,000 0 71,000 0 71,000 0 71,000 0 71,000 0 71,000 0 71,000 4,277,000 71,000 0 71,000 0 71,000 0 71,000 0

ダム・堰情報システム 2025 37,692,000 7,538,000 754,000 754,000 0 754,000 0 754,000 0 754,000 0 754,000 0 754,000 45,230,000 754,000 0 754,000 0 754,000 0 754,000 0 754,000 0 754,000 0 754,000 0

ＣＣＴＶ設備 2026 14,580,000 2,916,000 292,000 2023 0 292,000 292,000 0 292,000 0 292,000 0 292,000 0 292,000 0 292,000 0 292,000 0 292,000 0 292,000 17,496,000 292,000 0 292,000 0 292,000 0 292,000 0

その他設備（電子応用） 2025 19,980,000 3,996,000 400,000 400,000 0 400,000 0 400,000 0 400,000 0 400,000 0 400,000 0 400,000 0 400,000 23,976,000 400,000 0 400,000 0 400,000 0 400,000 0 400,000 0

その他設備（電子応用） 2024 7,560,000 1,512,000 151,000 151,000 0 151,000 0 151,000 0 151,000 0 151,000 0 151,000 0 151,000 9,072,000 151,000 0 151,000 0 151,000 0 151,000 0 151,000 0 151,000 0

その他設備（電子応用） 2025 11,016,000 2,203,000 220,000 220,000 0 220,000 0 220,000 0 220,000 0 220,000 0 220,000 0 220,000 0 220,000 13,219,000 220,000 0 220,000 0 220,000 0 220,000 0 220,000 0

その他設備（電子応用） 2025 37,800,000 7,560,000 756,000 756,000 0 756,000 0 756,000 0 756,000 0 756,000 0 756,000 0 756,000 0 756,000 0 756,000 0 756,000 45,360,000 756,000 0 756,000 0 756,000 0

その他設備（電子応用） 2024 12,420,000 2,484,000 248,000 248,000 0 248,000 0 248,000 0 248,000 0 248,000 0 248,000 0 248,000 14,904,000 248,000 0 248,000 0 248,000 0 248,000 0 248,000 0 248,000 0

放流警報設備 2026 8,316,000 1,663,000 166,000 166,000 0 166,000 0 166,000 0 166,000 0 166,000 0 166,000 0 166,000 0 166,000 0 166,000 9,979,000 166,000 0 166,000 0 166,000 0 166,000 0

その他設備 2048 3,240,000 648,000 65,000 65,000 0 65,000 0 65,000 0 65,000 0 65,000 0 65,000 0 65,000 0 65,000 0 65,000 0 65,000 0 65,000 0 65,000 0 65,000 0

2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度
全面更新
（赤）

部分更新
（橙）

延命化
（黄）

13年目8年目 11年目10年目

機器費 工事費

維持費
履行
年度

履行
年度

更新費
4,262,000

9年目5年目

51,825,000 36,014,000 49,622,000 4,262,000 6,206,00049,492,000 28,238,000
維持費

履行
年度 4,262,000 4,262,000 4,262,000 4,262,000

3年目 4年目

更新費

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

対象設備名称 6年目 7年目1年目 2年目 12年目

7,662,000
維持費

更新費

➀運用状態管理 ②性能評価 ③信頼性評価 ④コスト評価

総合的に評価

全体更新

優先度
高

優先度
低

優先度
高

優先度
低

②機械設備

③電気通信設備

設備区分

設置条件

優先度
高

優先度
高

優先度
高

優先度
高

優先度
中

優先度
中

事後保全
優先度
中

優先度
中

優先度
低

レベルⅠ
治水設備等

（人命に係る設備）

レベルⅡ
利水設備等

（経済活動に係る設備）

レベルⅢ
その他の設備

（点検用設備等）

予防保全

保全方法

レベルa
使用条件・環境条件

が悪い

レベルb
使用条件もしくは環
境条件のどちらかが

悪い

レベルc
使用条件・環境条件

が良い



・事後保全型維持管理
定期的な点検や補修等の対策を実施せず、耐用年数を迎えた時点で施設を更新。
⇒ 約575億円

・予防保全型維持管理
定期的に点検・診断を実施し、劣化・損傷が軽微なうちに補修を実施。
⇒ 約372億円

長寿命化計画の効果

これまで実施してきた、施設に不具合が生じてから修繕・更新を行う「事後保全型維持管理」
から、点検・検査結果等に基づき計画的に整備・更新を行う「予防保全型維持管理」に転換して
いくことでライフサイクルコストの縮減（約203億円）が期待できます。

費用のばらつきを軽減（平準化）

203億円を縮減可能

今後の予定

●計画の実行
長寿命化計画に基づき、予防保全型維持管理を計画的に実行します。

●計画の変更
定期検査（約３年に1回）毎に、必要に応じてPDCAサイクルに基づき長寿命化計画の見直し

を行います。

D

CA

P

Do
長寿命化計画や点検
計画に基づいた維持
管理の実行

Check
長寿命化計画や点検
計画の評価

Action
長寿命化計画の
見直し

Plan
長寿命化計画の立案

●更新・対策費用
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※１：本計画策定時点に耐用年数を超過している設備においては、対策費用を
本計画初年度に計上しています。

※２：本計画で示す費用は、本計画策定時点における点検結果等に基づき推計
したもので、今後の予算措置や事業執行を裏付けるものではありません。


